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はじめに
県民経済計算は、県内における企業、家計、財政といった経済活動主体が、

1年間の経済活動で新たに生み出した価値（付加価値）の流れを、生産、分配、

支出の三面から総合的にとらえたもので、県経済の規模、産業構造、経済成長

率などを把握することにより、今後の経済見通しや経済計画の策定等に利用さ

れている。

また、県民経済計算は、地域経済の分析の基礎資料として利用されている

が、その推計作業は、統計資料などの制約等から簡易な推計手法が採用されて

いる。本稿では、地域経済の動きをデータで把握し、地域行政の推進に役立つ

経済資料を提供するため、県民経済計算を推計するための手法及び県施策への

統計指標の活用と課題について考察した。

1 県民経済計算作成の意義と問題点
県民経済計算は、4月から翌年 3月までの 1年間に、県内で生み出された

付加価値の大きさと中身を測定して、包括的に経済の動きをとらえる。この付

加価値は、生産活動によって生み出された新しい価値のことであり、生産され

たすべての財貨・サービスの値段の合計額である産出額から原材料費などの物

的経費である中間投入額を差し引いた金額で求める。内閣府が示した「県民経

済計算標準方式」及び「県民経済計算標準方式推計方法」に基づき毎年度作成

し、都道府県が公表している。（表 1）

国民経済計算体系（SNA）は、国際基準に基づいて作成されるため、SNA

基準に沿った推計を行えば、データの国際比較が可能である国際比較が可能な

データであることが保障される。この経済指標から経済力、経済的豊かさ、就

業など産業構造の現状や景気動向の現状がわかる。県民経済計算は、国民経済

計算と同じ概念、定義による推計が原則であり、データ比較の観点から基準改

定は国民経済計算に準拠する。

県民経済計算は、都道府県が地域経済の実態を把握するため毎年度作成し、

データが提供されているが、他の個別分野の経済指標を組み合わせた新しい指

標を作成も可能である。地域経済指標間の格差やデータの分布状態により、経
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表 1 　県民経済計算統計表の概要

項　　目 内　　　容

所得支出勘定
制度部門別（非金融法人企業、金融機関、一般政府、家計（個人企業を含む）、
対家計民間非営利団体）に作成
一般政府（中央政府と地方政府）、国出先機関も含む。

主要系列表 県内総生産（生産側）、県内総生産（支出側）、県民所得（分配）、デフレ
ーター（生産側：連鎖方式、支出側：固定基準年方式）

統合勘定
各制度部門を統合して県全体での取引を記録する勘定
県内総生産勘定（生産側及び支出側）、県民可処分所得と使用勘定、資本
調達勘定（実物取引）、県外勘定（経常取引）

付　　表 経済活動別就業者数・雇用者数（居住地ベース、就業地ベース）、社会保
障負担の明細表

（資料）兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」推計資料

済活動の状況や特徴が明らかになる。さらに、時系列データにより足元の成長
速度、中期的な産業構造変化や県民に分配された付加価値額の動きなどが確認
できる。
生産活動によって新たに生み出された付加価値額は、生産に参加したそれぞ

れの生産要素に分配される。資本・用地の提供者には利子・配当・地代が、労
働者には賃金が、企業には利潤が分配される。この分配された価値である分配
所得によって、それぞれの経済主体は、消費や投資などの支出を賄う。経済活
動は生産、分配、支出という循環を繰り返しているが、これらは、同一の価値
の流れを異なった側面から把握したものである。価格評価や推計ベースの統一
など概念上の調整を加えると、生産=分配=支出という「三面等価の原則」が
成立するが、県民経済計算では、生産側データが一次統計比較的整備されてい
るため、比較的精度が高いため、生産側に不突合を設けて三面等価の処理して
いる国民経済計算とは異なり支出側に統計上の不突合を設け一致させている。
県民所得を総人口で割った一人当たり県民所得は、個人が受け取った雇用者

報酬のほか、企業が受け取った所得も含まれているため、地域の所得水準をあ
らわす指標の一つとして利用されている。
県内総生産は、地域経済の実態や動きをあらわし、総合的な県経済の動向を

捉えることができる経済指標であるが、確報は年 1回の公表であり、兵庫県
での公表は、年度終了後、約 20ヶ月後と遅い。これは、「国勢調査」（総務省）

— 3 —



経済学論究第 66 巻第 1 号

などの大規模統計の集計結果の公表が通常約 1年かかること、国民経済計算が

年度終了後 9ヵ月後の公表であり、これらのデータを活用したデータ加工と 3

系列間の計数調整等に 6ヵ月程度を要していることなどが公表時期の理由で

ある。そのため、県民経済計算確報値は、足元の経済動向を把握するというよ

り、経済の決算書として経済活動の結果を事後的にデータにより確認する性質

が強い。足元の経済の動きを把握した地域経済指標として活用するため、県内

各方面のユーザーへ速報値を作成し早期の情報提供を行っている。

県民経済計算は、経済の規模や構造、動向を総括的に記録するため経済規模

の比較、景気変動に伴う地域経済の全体動向、産業別所得や所得分配の動向、

消費や投資などの県内需要の構造と変化が概観できるデータを提供している。

地域経済の現況を早期に把握できるため、迅速な政策判断や政策実績評価に関

する基礎資料の早期提供が可能となる。金融政策や財政政策などを発動してか

ら実態経済に及ぶまで時間の遅れを伴う。過去から現在にかけての実態経済を

もとに将来の経済がどうなるかを考慮した景気の判断のためのマクロ経済指標

として利用されている。

2 地域経済統計から見た兵庫県経済
2.1 1990年代以降の兵庫県経済
兵庫県民経済計算などの経済統計から 1993SNAベースでデータが作成され

ている期間（1990年度～2010年度）の兵庫県経済の動きを概観した。（図 1）

景気循環は、兵庫県景気動向指数により設定した景気基準日付により見るこ

とができ、1990年度以降は第 11循環から第 14循環にあたる。（表 2）

1986年から始まった景気の拡大は、1991年から耐久消費財の販売不振、住

宅投資の低迷から調整局面に入った。1992年度には設備投資、民間消費が低

迷した。バブル膨張の過程で過大な資本ストック抱え調整の規模が大きくな

り、資産デフレが企業の投資行動に影響した。阪神・淡路大震災（1995年 1

月発生）による建築物、設備などのストック被害に伴う工場や事業所の操業停

止と稼働率の低下に伴う直接的被害など約 10兆円（1995年 4月兵庫県推計）
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図 1 　兵庫県の経済成長率の推移

（出所）兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」

表 2 　兵庫県の景気基準日付

景気循環 谷 山 谷 期　　　間
拡張 後退 全循環

第 11循環 1986 年 11月 1991年 3月 1993 年 10月 52ヶ月 31ヶ月 83ヶ月
第 12 循環 1993 年 10月 1997年 4月 1999 年  5月 42ヶ月 25ヶ月 67ヶ月
第 13 循環 1999 年  5月 2000 年 7月 2001年 12月 14ヶ月 17ヶ月 31ヶ月
第 14 循環 2001年 12月 2007年 7月 2009 年  3月 67ヶ月 20ヶ月 87ヶ月

（出所）兵庫県統計課「兵庫県景気動向指数」

の経済ストックが失われた。震災からの復興需要により県内総生産は、一時的

に震災前の 1994年度の水準を上回り 1997年度まで続いた。その主なものは、

道路、港湾などの産業インフラの復旧や経済活動の回復であり、復興特需によ

り建築物、住宅、公共土木、民間土木などの建設需要が一時的に急増した。

1997年度は、消費税率の引き上げなどにより約 9兆円の国民負担増などに

より景気は後退した上、被災地では復興特需が 1997年度でほぼ一巡し、全国

の水準を下回る厳しい経済環境が続き 1999年度までマイナス成長となった。

2000年度は、不況を回復させるため公共投資など経済対策が行われ、国内

外の情報関連需要の高まりから 4年ぶりにプラス成長に転じた。公共部門を中

心とした景気対策もあり生産活動が回復した。民間消費は横ばい、県内投資は

減少した。政府消費は堅調に増加し、純移出入は県外需要の増加によりマイナ

ス幅が縮小した。

2001年度は、IT関連需要の冷え込みなどから鉱工業生産が電気機械工業を

中心に前年度を下回り、個人消費が低調に推移した。民間消費は横ばい、総固
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定資本形成、民間及び公的設備投資はマイナスとなった。国や地方政府を通

じ厳しい財政状況のため公的需要は減少した。2002年度は横ばいに推移した。

鉱工業生産は輸出等に支えられ、一般機械、輸送機械などの増加により上昇に

転じた。雇用者賃金の伸び悩みを背景に民間消費は横ばいに推移し、民間総固

定資本形成はマイナスとなった。公的需要は厳しい財政状況のため減少した。

純移出入は、生産活動の持ち直しを背景に移出が増加したため、プラスとなっ

た。2003年度は、アジア向け輸出や底堅い国内需要に支えられ持ち直しの動

きが見られた。雇用者の賃金・俸給が伸び悩んだものの、民間消費はプラスと

なった。企業収益の改善により民間設備投資がプラス、民間総固定資本形成は

1996年度以来、プラスに転じた。公的需要は厳しい財政状況からマイナスと

なった。純移出入は、生産活動の持ち直しにより移出が増加したため、プラス

となった。

2004年度は、アジア向け輸出や底堅い国内需要に支えられ回復傾向が見ら

れた。民間最終消費支出、民間固定資本形成も企業設備の増加によりプラスと

なった。政府最終消費支出がプラスとなったものの、公的固定資本形成はマイ

ナスとなった。純移出入は、製造業の好調を背景に移出の増加によりプラスと

なった。2005年度は、アジア向け輸出の好調を背景に生産活動が回復し、活

発な設備投資に支えられ、景気は再び回復傾向にあった。民間最終消費支出は

プラス、企業設備の増加により民間固定資本形成はプラスとなった。政府最終

消費支出がプラスとなったが、公的固定資本形成はマイナスとなった。在庫品

増加は積み増しとなり、純移出入は、製造業の好調に支えられ移出が増加した

ため、プラスになった。2006年度は、好調な製造業に支えられ、回復基調が

続いた。雇用状況も改善の動きが見られ、個人消費は底堅く推移した。雇用者

報酬は伸び悩んだものの、民間最終消費支出はプラス、民間固定資本形成も住

宅、企業設備の増加によりプラスとなった。政府最終消費支出が横ばいとな

り、公的固定資本形成はマイナスとなった。在庫品は積増しとなり、純移出入

は、製造業の増加による移出の増加のため、プラスとなった。

2007年度は、好調であった製造業の伸びが鈍化した。原油価格の高騰、建

築基準法改正による住宅着工の遅れ、アメリカで発生したサブプライムローン
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問題などマイナス要因となり、企業所得もマイナスとなった。公的固定資本形

成、民間固定資本形成も住宅、設備投資ともにマイナスとなったため、総固定

資本形成はマイナスに転じた。県民雇用者報酬はやや増加し、民間最終消費支

出はプラスとなった。在庫品は積増しとなり、純移出入は縮小した。2008年

度は、前半は民間企業設備投資がプラスに寄与したが、後半は金融危機などの

影響により金融・保険業、製造業などの経済活動が悪化し、企業所得、財産所

得が低下した。2009年度は、年度前半は前年のリーマンショックの影響が継

続し、年度後半はやや持ち直すものの、全体では製造業を中心に経済活動が低

下した。需要項目別では民間最終消費、政府最終消費支出はやや増加したもの

の、県内総資本形成はマイナスとなった。2010年度は、新興国向けの輸出が

堅調に推移したことなどにより外需等がプラス成長となった。設備投資、民間

住宅投資の回復により、民間需要がプラスとなった。

2.2 供給面（生産面）からみた動き
2010年度兵庫県内総生産（名目速報値）は 18兆 4,664億円で全国の 3.9%を

占めている。1990年度=100では 97.7である。これはピーク時の 1996年度

（118.8）の 82.2%である。1990年代の県経済構造の変化を経済活動別総生産

（名目）構成比で見ると、第 1次産業は 1.0%から 0.5%、第 2次産業の割合は

39.7%から 26.9%へ低下し、第 3次産業の構成比は 59.3%から 72.5%へ上昇

し、経済のサービス化が進展した。（表 3）

2010年度（速報値）について主な産業について概観した。2010年度農林水

産業総生産（速報）は 1,027億円（県内総生産比 0.4%）である。農業が米の

消費量の減少により減反政策が進められ 1990年度を 100として 2010年度は

52.3となった。林業は 2003年度まで横ばいに推移したが、2010年度は 68.2

まで低下した。水産業は漁獲量の減少など 2010年度は、57.4まで低下した。

製造業総生産（速報）は、4兆 2,998億円（県内総生産比 23.6%）である。

1990年度=100ではピーク時の 74.1まで低下した。鉱工業生産の長期低迷は

バブル崩壊後の長期不況や生産拠点の海外展開などにより製造品出荷額等（経

済産業省「工業統計調査」）は低下傾向にあり、2010年は 14兆 1,517億円で、
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1990年度=100として 91.7である。製造業総生産の推移を素材型、加工組立

型、生活関連その他型の 3区分1) で見ると、加工組立型は上昇傾向にあるも

のの、素材型、生活関連その他型は低下傾向にある。1990年度=100として

2010年度は、加工組立型（99.8）、生活関連その他型（65.8）、素材型（54.0）

となった。加工組立型の増加は、情報関連機器を中心とした電気機械の増加な

どによる。鉱工業生産の長期低迷はバブル崩壊後の長期不況によるところが大

きいが、生産拠点の海外展開も影響している。素材、加工組立、生活関連その

他の 3区分で見ると加工組立、中でも電気機械が増加に寄与した。

建設業総生産（速報）は 7,592億円（県内総生産比 4.2%）である。ピーク

時（1996年度 2兆 6,889億円）の 28.2%である。バブル崩壊後、低迷してい

た建設業は 1990年=100として 1995年度から 1997年度では、140～160と

復興需要により大幅に上昇した。復興需要が終了すると急減し 1998年度は震

災前の水準に戻りその後も減少が続き 2010年度は 45.3となった。震災後の

増加は、景気対策のため高い水準を維持してきた公共事業によるが、財政の悪

化により水準維持が困難になっている。復興需要の動きを県内公共工事請負金

額（西日本建設業保証（株）兵庫支店）で見ると、1995年度～1997年度（1兆

1458億円～1兆 9574億円）は急増したが、1998年度は震災前の水準に戻っ

た。住宅着工戸数は 1996年（131,000戸）がピークで 1998年度（50,000戸）

に震災前を下回った。

卸売・小売業総生産（速報）は、1兆 7,452億円（構成比 9.6%）である。1990

年度=100として 80.6であり、ピーク時（1996年度）の 64.3%にとどまった。

小売業は、消費構造や消費行動の変化による需要の低迷により低下傾向にあり

震災後の低下の反動により一時的に増加したが価格破壊やデフレの進行もあ

り、その後も低下傾向が続いた。業態別では、専門スーパーやコンビニエンス

ストア、量販専門店の展開などとの競合や消費構造や消費者行動の変化により

需要が低迷した。卸売業は、1990年代に一貫して減少し全体が一様に規模を

1) 製造業 3 区分：素材（パルプ・紙、化学、石油・石炭製品、窯業・土石製品、一次金属、金属製
品）、加工組立（一般機械、電気機械、輸送機械、精密機械）、生活関連その他（食料品、繊維、
その他の製造業）
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芦谷：1990 年代以降の兵庫県経済の構造と変化

表
3
　
経
済
活
動
別
県
内
総
生
産
の
推
移

 
（
単
位
：
億
円
、
％
）

項
目
／
年
度

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

第
１
次
産
業

1,
88
4

1,
91
2

1,
75
8

1,
83
5

1,
88
3

1,
75
1

1,
72
9

1,
55
2

1,
54
3

1,
44
8

1,
34
2

1,
29
1

1,
25
5

1,
20
0

98
9

1,
06
9

95
3

98
8

96
7

1,
00
0

1,
02
7

　
う
ち
農
業

1,
37
1

1,
35
2

1,
23
1

1,
31
3

1,
39
2

1,
28
7

1,
21
1

1,
09
2

1,
08
6

1,
01
8

89
3

84
9

82
4

81
4

65
3

72
6

65
3

65
5

68
3

71
8

72
3

第
２
次
産
業

75
,7
72

78
,4
35

76
,9
77

75
,11
1

70
,7
84

85
,1
27

86
,16
3

81
,5
98

73
,3
65

68
,4
29

68
,8
35

60
,0
21

57
,8
86

55
,2
30

57
,2
79

57
,6
22

60
,0
65

55
,8
38

55
,3
00

45
,3
18

50
,7
01

　
う
ち
製
造
業

58
,0
87

61
,2
35

58
,7
81

57
,3
52

54
,76
9

58
,8
81

58
,5
38

57
,7
78

54
,76
6

52
,3
38

53
,0
37

46
,9
51

46
,3
21

44
,9
61

46
,6
21

47
,4
09

50
,16
8

47
,0
64

45
,4
06

37
,7
81

42
,9
98

　
基
礎
素
材
型

20
,4
51

20
,74
4

20
,8
59

19
,5
87

18
,9
54

20
,4
39

20
,10
6

19
,2
32

17
,11
5

16
,1
26

16
,3
90

14
,5
67

14
,3
84

13
,9
32

14
,4
36

15
,3
15

16
,0
89

15
,5
62

13
,6
58

9,
29
5

11
,0
41

　
加
工
組
立
型

21
,16
6

22
,8
92

21
,2
86

21
,5
88

21
,2
99

22
,9
61

23
,7
79

23
,2
50

22
,4
10

21
,8
10

22
,3
84

18
,7
18

18
,8
45

17
,9
34

19
,4
07

19
,7
34

21
,8
77

19
,4
46

19
,9
88

17
,7
77

21
,11
9

　
生
活
関
連
そ
の
他
型

16
,4
69

17
,5
99

16
,6
35

16
,17
7

14
,5
16

15
,4
81

14
,6
53

15
,2
97

15
,2
41

14
,4
02

14
,2
64

13
,6
66

13
,0
92

13
,0
95

12
,7
78

12
,3
60

12
,2
03

12
,0
55

11
,76
0

10
,7
09

10
,8
38

　
う
ち
建
設
業

16
,7
39

16
,3
87

17
,4
69

16
,9
55

15
,2
69

25
,5
68

26
,8
74

23
,2
86

18
,0
29

15
,6
39

14
,5
32

11
,6
19

10
,3
46

9,
47
3

9,
97
9

9,
72
9

9,
57
9

8,
51
5

9,
73
1

7,4
57

7,5
92

第
３
次
産
業

11
2,
96
3
12
1,
20
0
12
6,
50
8
13
3,
82
5
13
5,
39
1
13
4,
95
8
14
2,
24
4
14
2,
99
5
14
1,
77
1
14
0,
14
8
14
0,
07
8
13
9,
94
1
13
9,
96
4
13
9,
07
2
13
9,
24
4
13
9,
75
0
14
2,
29
2
14
3,
47
9
14
0,
63
4
13
8,
44
9
13
6,
53
8

　
う
ち
卸
売
・
小
売
業

21
,6
28

23
,4
34

24
,16
1

26
,3
37

26
,9
76

25
,4
67

27
,13
0

25
,8
00

24
,8
01

24
,2
07

23
,3
20

22
,9
81

22
,3
42

21
,6
06

21
,4
38

20
,19
5

20
,14
1

20
,6
19

20
,0
07

17
,7
89

17
,4
52

　
う
ち
サ
ー
ビ
ス
業

35
,4
25

37
,1
24

39
,2
60

41
,0
48

40
,9
05

41
,7
93

43
,8
70

44
,8
53

46
,13
3

46
,16
8

46
,9
32

46
,3
80

46
,5
66

46
,6
59

47
,18
9

48
,2
98

50
,2
77

51
,0
86

50
,47
5

51
,18
1

49
,8
59

　
公
共
サ
ー
ビ
ス
業

12
,7
96

13
,6
37

14
,6
32

15
,2
60

15
,6
25

16
,4
93

16
,9
81

17
,3
07

17
,8
44

17
,8
29

18
,4
02

18
,9
80

19
,2
38

19
,6
08

20
,2
77

20
,6
77

21
,10
8

21
,4
08

21
,2
54

22
,10
7

22
,0
52

　
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
業

8,
01
1

8,
94
6

9,
93
0

10
,2
20

10
,0
06

10
,0
52

11
,4
02

11
,8
80

12
,6
50

12
,9
48

13
,3
09

12
,5
84

12
,4
20

12
,11
7

12
,14
0

12
,7
02

13
,6
57

14
,13
9

14
,0
80

14
,3
12

13
,3
96

　
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業

14
,6
18

14
,5
41

14
,6
98

15
,5
68

15
,2
73

15
,2
49

15
,4
86

15
,6
66

15
,6
39

15
,3
91

15
,2
21

14
,8
17

14
,9
09

14
,9
34

14
,7
71

14
,9
19

15
,5
12

15
,5
38

15
,14
0

14
,76
2

14
,4
10

帰
属
利
子
等

▲
4,
45
4
▲
4,
91
6
▲
5,
18
9
▲
5,
37
8
▲
6,
36
0
▲
8,
08
9
▲
8,
88
2
▲
8,
81
8
▲
7,8
36
▲
7,2
99
▲
6,
88
8
▲
8,
16
2
▲
8,
42
2
▲
8,
11
7
▲
7,6
34

▲
7,9
47
▲
7,9
04

▲
7,7
40
▲
6,
60
0
▲
6,
50
8
▲
6,
31
0

名
目
県
内
総
生
産

18
6,
16
6
19
6,
63
1
20
0,
05
3
20
5,
39
3
20
1,
69
7
21
3,
74
7
22
1,
25
4
21
7,3
27

20
8,
84
2
20
2,
72
7
20
3,
36
6
19
3,
09
2
19
0,
68
3
18
7,3
85

18
9,
87
9
19
0,
49
3
19
5,
40
7
19
2,
56
5
19
0,
30
1
17
8,
25
9
18
1,
95
6

構
成
比（
％
）

第
１
次
産
業

1.
0

1.
0

0.
9

0.
9

0.
9

0.
8

0.
8

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
7

0.
6

0.
5

0.
6

0.
5

0.
5

0.
5

0.
6

0.
6

第
２
次
産
業

40
.7

39
.9

38
.5

3 6
.6

35
.1

39
.8

38
.9

37
.5

35
.1

33
.8

33
.8

31
.1

30
.4

29
.5

30
.2

30
.2

30
.7

29
.0

29
.1

25
.4

27
.9

第
３
次
産
業

60
.7

61
.6

63
.2

65
.2

67
.1

63
.1

64
.3

65
.8

67
.9

69
.1

68
.9

72
.5

73
.4

74
.2

73
.3

73
.4

72
.8

74
.5

73
.9

77
.7

75
.0

合
計
（
含
む
帰
属
利
子
）

10
2.
4

10
2.
5

10
2.
6

10
2.
7

10
3.
1

10
3.
7

10
4.
0

10
4.
0

10
3.
7

10
3.
6

10
3.
4

10
4.
3

10
4.
5

10
4.
3

10
4.
0

10
4.
2

10
4.
0

10
4.
0

10
3.
5

10
3.
7

10
3.
5

水
準

製
造
業
（
90
年
度
=1
00
）

10
0.
0

10
5.
4

10
1.
2

98
.7

94
.3

10
1.
4

10
0.
8

99
.5

94
.3

90
.1

91
.3

80
.8

79
.7

77
.4

80
.3

81
.6

86
.4

81
.0

78
.2

65
.0

74
.0

　
基
礎
素
材
型

10
0.
0

10
1.
4

10
2.
0

95
.8

92
.7

99
.9

98
.3

94
.0

83
.7

78
.9

80
.1

71
.2

70
.3

68
.1

70
.6

74
.9

78
.7

76
.1

66
.8

45
.5

54
.0

　
加
工
組
立
型

10
0.
0

10
8.
2

10
0.
6

10
2.
0

10
0.
6

10
8.
5

11
2.
3

10
9.
8

10
5.
9

10
3.
0

10
5.
8

88
.4

89
.0

84
.7

91
.7

93
.2

10
3.
4

91
.9

94
.4

84
.0

99
.8

　
生
活
関
連
そ
の
他
型

10
0.
0

10
6.
9

10
1.
0

98
.2

88
.1

94
.0

89
.0

92
.9

92
.5

87
.4

86
.6

83
.0

79
.5

79
.5

77
.6

75
.1

74
.1

73
.2

71
.4

65
.0

65
.8

サ
ー
ビ
ス
業
（
90
年
度
=1
00
）

10
0.
0

10
4.
8

11
0.
8

11
5.
9

11
5.
5

11
8.
0

12
3.
8

12
6.
6

13
0.
2

13
0.
3

13
2.
5

13
0.
9

13
1.
4

13
1.
7

13
3.
2

13
6.
3

14
1.
9

14
4.
2

14
2.
5

14
4.
5

14
0.
7

　
公
共
サ
ー
ビ
ス
業

10
0.
0

10
6.
6

11
4.
3

11
9.
3

12
2.
1

12
8.
9

13
2.
7

13
5.
3

13
9.
4

13
9.
3

14
3.
8

14
8.
3

15
0.
3

15
3.
2

15
8.
5

16
1.
6

16
5.
0

16
7.3

16
6.
1

17
2.
8

17
2.
3

　
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス
業

10
0.
0

11
1.
7

12
4.
0

12
7.6

12
4.
9

12
5.
5

14
2.
3

14
8.
3

15
7.9

16
1.
6

16
6.
1

15
7.1

15
5.
0

15
1.
3

15
1.
6

15
8.
6

17
0.
5

17
6.
5

17
5.
8

17
8.
7

16
7.2

　
対
個
人
サ
ー
ビ
ス
業

10
0.
0

99
.5

10
0.
5

10
6.
5

10
4.
5

10
4.
3

10
5.
9

10
7.2

10
7.0

10
5.
3

10
4.
1

10
1.
4

10
2.
0

10
2.
2

10
1.
0

10
2.
1

10
6.
1

10
6.
3

10
3.
6

10
1.
0

98
.6

（
出
所
）
兵
庫
県
統
計
課
「
兵
庫
県
民
経
済
計
算
」、
「
四
半
期
別
兵
庫
県
内
GD
P
速
報
」
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縮小させた。全国展開のチェーンストアや大型小売店は、従来の卸売業の合理

化を進め中間経費を圧縮したこと、マージン幅が低下し、震災後に事業所の集

約化が進められ減少した。全国展開のチェーンストアや大型店は、メーカーと

の直接取引により中間経費を圧縮し合理化が進められ、情報技術革命による流

通経路の短縮により価格低下が続いた。

サービス業総生産（速報）は 4兆 1,064億円（総生産比 22.6%）である。1990

年度=100として 144.9である。公共サービス、事業所サービス、個人サービ

スの 3区分2) では、総生産構成比は、個人サービス（7.9%）、事業所サービ

ス（7.4%）、公共サービス（7.3%）である。1990年度=100では公共サービス

（172.3）、事業所サービス（167.2）、個人サービス（98.6）である。事業所サー

ビスは、情報関連機器等の需要増加による業務用物品賃貸業、公共サービスは

高齢化により需要増加による医療業、個人サービスは、生活の豊かさを求めた

需要増加による飲食店などが増加に寄与した。

2.3 分配面からみた動き
2009年度県民所得（要素費用表示）は、14兆 4,058億円（全国比 4.2%）で

ある。2009年度の項目別構成比は、1990年度と比べて雇用者報酬 10.0%上昇、

企業所得 18.8%低下、財産所得 51.1%低下した。（表 4）

2009年度の状況を項目別に見ると、雇用者報酬は、10兆 7,673億円（県民

所得比 74.7%）で 1990年度=100として 110.0であり、ピーク時（1997年度

123.6）の 91.0%となった。雇用者報酬は震災で一時的に低下したものの再び

上昇に転じた後、1997年度以降は横ばいに推移した。全国的な景気の低迷で

1998年度から雇用者への所得分配の原資である付加価値額の低迷などにより

マイナスに転じた。財産所得は、8,265億円（県民所得比 5.7%）である。1990

年度=100では 48.9となった。日本銀行が定める公定歩合（現在は、基準割引

率及び基準貸付利率）は、6.00%（1990年）から 0.10%（2002年）に低下し、そ

2) サービス業 3 区分：公共サービス（教育研究、医療保健衛生、その他公共サービス、政府サービ
ス生産者、非営利サービス生産者）、事業所サービス（広告業、業務用物品賃貸業、その他の事
業所サービス）、個人サービス（娯楽業、放送業、飲食店、旅館、洗濯理容浴場業、その他個人
サービス）
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の後はゼロ金利政策などが実施された。金融機関の低金利の影響で受取利子は

一貫して減少し、支払利子は横ばい傾向であり、受払の差額である財産所得は

大幅に減少した。部門別では、家計部門は 1兆 251億円の受取超過額である

が、低金利の影響で受取利子額は大幅減となり、1990年度=100として 56.3

に低下した。一般政府部門は 2,135億円支払超過で同 129.6と支払超過額は

大幅に上昇した。企業所得は、2兆 8,121億円（県民所得比 19.5%）である。

1990年度=100として 81.2であり、ピーク時（1996年度 136.2）の 59.6%で

ある。項目別では、法人企業は減少し、個人企業は増加した。帰属計算である

持ち家を除く個人企業では 46.3、公的企業は支払超過額が拡大した。

企業所得は、生産活動による営業余剰は、震災後の復興需要期で増加、その

後の景気低迷期で大きく減少し、その後低迷が続いている。県民所得は、県内

純生産（営業余剰）の総額を内民転換（従業地ベースのデータを居住地ベース

のデータに変換）後、付加価値額を分配所得額の推計値として使用しているた

め、概ね生産側で推計した付加価値額（県内純生産額）の動きと近似するため、

近年の名目県内総生産の伸び悩みが影響している。労働分配指標の一つである

県民労働分配率は、生産活動によって得られた付加価値のうち労働者がどれだ

け受けとったかを示す指標である。一般的には、国民所得に占める雇用者報酬

の比率が用いられる。2009年度兵庫県労働分配率（=雇用者報酬／県民所得）

は 74.7%であり、1990年度比で 9.2ポイント上昇し、労働分配率の上昇がみ

られる。営業余剰には自営業主や家族従業者など雇用者以外の所得も含まれて

いるため、自営業者や家族従業者数の増減によって比率が変化する。県民経済

計算を利用した労働分配率は、①雇用者報酬／（雇用者報酬+法人企業所得）、

②雇用者報酬／（県民所得－個人企業所得）、③雇用者報酬／県民所得などの

比率がある。この比率の推計上の問題点は、国民経済計算では雇用者報酬の中

には自営業種、家族従業者以外の所得が含まれていることである。個人企業に

おいては雇用者報酬と営業余剰の区分が不明確であることや雇用者の中には、

営業余剰を生み出さない政府部門の雇用者が含まれる。

地域の所得水準をあらわす人口一人当たり県民所得は、「県民経済計算年報」

（内閣府）によると兵庫県は都道府県中で 20位（2009年度）で、項目別では、
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表
4
　
県
民
所
得
の
推
移

 
（
単
位
：
億
円
）

項
目
／
年
度

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

県
民
雇
用
者
報
酬

97
,8
54
10
6,
26
2
10
8,
41
4
10
9,
07
1
10
7,6
42
11
1,
56
3
11
8,
27
3
12
0,
90
6
11
5,
55
8
11
1,4
99
11
5,
01
1
11
3,
07
8
11
2,
85
9
11
2,
25
3
10
8,
69
3
10
7,7
74
10
9,
20
3
11
0,
94
6
11
0,
46
6
10
7,6
73

財
産
所
得

16
,8
96

19
,12
9
16
,2
25

15
,2
52

13
,8
83

13
,8
73

13
,3
38

13
,15
0
11
,2
59

9,7
24

9,
03
5

6,
16
1

5,
18
9

4,
55
8

5,
91
8

8,
42
2
10
,6
03

10
,0
54

8,
28
0

8,
26
5

企
業
所
得

34
,6
25

34
,14
4
35
,3
44

36
,5
10

38
,6
21

41
,8
42

47
,15
6
42
,9
71

40
,2
82

39
,2
37

38
,5
46

36
,4
47

35
,5
13

33
,8
40

37
,19
4
37
,9
01

39
,6
74

38
,4
69

33
,76
9
28
,12
1

県
民
所
得
（
分
配
）

14
9,
37
4
15
9,
53
5
15
9,
98
3
16
0,
83
3
16
0,
14
7
16
7,2
78
17
8,
76
7
17
7,0
27
16
7,0
99
16
0,
46
0
16
2,
59
3
15
5,
68
5
15
3,
56
1
15
0,
65
1
15
1,
80
5
15
4,
09
7
15
9,4
80
15
9,4
69
15
2,
51
6
14
4,
05
8

構
成
比（
％
）

雇
用
者
報
酬

65
.5

66
.6

67
.8

67
.8

67
.2

66
.7

66
.2

68
.3

69
.2

69
.5

70
.7

72
.6

73
.5

74
.5

71
.6

69
.9

68
.5

69
.6

72
.4

74
.7

財
産
所
得

11
.3

12
.0

10
.1

9.
5

8.
7

8.
3

7.5
7.4

6.
7

6.
1

5.
6

4.
0

3.
4

3.
0

3.
9

5.
5

6.
6

6.
3

5.
4

5.
7

企
業
所
得

23
.2

21
.4

22
.1

22
.7

24
.1

25
.0

26
.4

24
.3

24
.1

24
.5

23
.7

23
.4

23
.1

22
.5

24
.5

24
.6

24
.9

24
.1

22
.1

19
.5

県
民
所
得
（
分
配
）

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

水
準
(9
0
年
度
=1
00
)

雇
用
者
報
酬

10
0.
0

10
1.7

10
3.
5

10
3.
5

10
2.
6

10
1.
8

10
1.1

10
4.
3

10
5.
6

10
6.
1

10
7.9

11
0.
8

11
2.
2

11
3.
7

10
9.
3

10
6.
7

10
4.
6

10
6.
3

11
0.
5

11
4.
0

財
産
所
得

10
0.
0

10
6.
2

89
.4

84
.1

77
.0

73
.5

66
.4

65
.5

59
.3

54
.0

49
.6

35
.4

30
.1

26
.5

34
.5

48
.7

58
.4

55
.8

47
.8

50
.4

企
業
所
得

10
0.
0

92
.2

95
.3

97
.8

10
3.
9

10
7.8

11
3.
8

10
4.
7

10
3.
9

10
5.
6

10
2.
2

10
0.
9

99
.6

97
.0

10
5.
6

10
6.
0

10
7.3

10
3.
9

95
.3

84
.1

県
民
所
得
（
分
配
）

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

（
出
所
）
兵
庫
県
統
計
課
「
兵
庫
県
民
経
済
計
算
」
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芦谷：1990 年代以降の兵庫県経済の構造と変化

2009年度は雇用者報酬（12位）、財産所得（2位）、企業所得（44位）である。
阪神・淡路大震災の復興需要があった 1997年度は 10位であったが、復興需
要の一段落や景気の低迷により 2000年度以降は、20位前後で推移している。
これは企業所得の低迷が要因である。（表 5）
人口 1人当たり雇用者報酬が、雇用者 1人当たり雇用者報酬と比べ相対的に

低い。これは兵庫県の県民雇用率（=雇用者数／総人口）が全国値に比べ低いこ
となどによる。2009年度県民雇用率 37.1%（順位 34位）で全国平均（43.0%）
を 5.9ポイント下回っている。
一人当たり県民所得の算出分母である総人口には、無職の高齢者や学生等の

非就業者が含まれており、総人口の増加率が県民所得の増加率を上回ると一人
当たり県民所得は低下する。近年、増加している年金等の社会保障給付などの
移転所得は、当該年度の生産活動によって新たに生み出された付加価値からの
分配ではなく県民所得には含まれないため、実感との乖離要因になっている。

表 5 　 1 人当たり兵庫県民所得の推移
兵庫県民所得 雇用者報酬 財産所得 企業所得 備考項目 （千円） 順位 （千円） 順位 （千円） 順位 （千円） 順位

1996 年度 3,297 15 2,182 11  88  7   6  9 復興需要
1997年度 3,245 10 2,216 10 241  9 788 11 復興需要、平成不況
1998 年度 3,042 12 2,103 13 205  7 733 13 平成不況（第 2次）
1999 年度 2,903 16 2,017 20 176  6 710 16
2000 年度 2,929 19 2,072 14 163  6 694 25 IT 景気
2001年度 2,794 19 2,029 15 111 10 654 25 ITバブル崩壊
2002 年度 2,752 22 2,022 13  93  8 636 29 デジタル景気
2003 年度 2,696 24 2,009 13  82  7 606 41
2004 年度 2,715 24 1,944 17 106  5 665 30
2005 年度 2,756 23 1,928 18 151  3 678 29
2006 年度 2,852 20 1,953 17 190  1 709 26
2007年度 2,851 22 1,984 14 180  2 688 34
2008 年度 2,727 20 1,975 13 148  2 604 32
2009 年度 2,577 20 1,926 12 148  2 503 44
資料：内閣府「県民経済計算」、兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」

2.4 需要面（支出面）から見た動き
2010年度実質県内総支出（2000暦年固定基準年）速報値は、21兆 1,730億

円（全国比 4.1%）である。1990年度=100として 107.8であるが、ピーク時
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（1996年度 110.7）の 97.4%である。1990年代前半は消費がプラスに寄与し

ていたが、阪神・淡路大震災により道路や鉄道など流通経路の途絶などにより

1994年度は外需等でマイナスとなったが、復興需要により 1995年度から 1997

年度はプラスとなった。その後は復興需要の反動でマイナスとなった。2000

年度は情報関連機器を中心とした外需に支えられプラスに転じたものの、ピー

ク時（1996年度）の水準にまで回復していない。（表 6）

2010年度の状況を項目別に見ると、民間最終消費支出（速報）は、11兆

1,688億円（県内総支出比 52.3%）である。震災により一時的に落ち込んだが、

1996年度に上昇した。1997年度に実施された消費税引き上げの反動、医療費

等社会保険料などの国民負担増により民間消費は再び伸び悩んだ。景気低迷に

よる雇用情勢の悪化、資産価格低下により消費者の先行き不安感の高まりが消

費を抑制した。雇用情勢の悪化により実質所得が伸び悩み、リストラの進展

などによる雇用情勢の悪化、将来の年金受給に対する不安、長引く景気低迷に

よる生活の不安、資産価格低下など消費者の先行き不安感を高め、消費が低迷

した。

一般政府最終消費支出は、国、県、市町の各機関のほか、社会保障基金から

なる。2010年度（速報）の一般政府消費支出は 3兆 9,608億円（県内総生産

比 18.7%）であり、1990年度=100として 162.2である。1995年度は復興需

要により大きく増加し、1996年度に一時的に低下したものの、その後も景気

対策により増加した。1998年度は、国、県が補正予算で積極的に公共工事の

追加発注を行い、景気を下支えした。

県内総固定資本形成は 4兆 4,090億円（県内総支出比 20.8%）であり、ピー

ク時（1996年度）の 544.6である。民間住宅投資は、バブル崩壊以後、資産

価値下落により減少傾向にあった。震災により破壊された住宅の建て替え需要

により大幅な増加となったが、復興住宅に建設が一巡すると急激に落ち込み、

2010年度はピーク時（1996年度）の 28.0である。民間企業設備投資は、震災

により破壊された設備の置き換え需要が終わると、全国的な景気低迷を背景に

落ち込んだ。公的投資は、復興住宅復興 3ヵ年計画終了に伴う先行需要の減少

などが影響した。
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表
6
　
実
質
県
内
総
生
産
（
支
出
側
）
の
推
移

 
（
単
位
：
億
円
）

項
目
／
年
度

19
90

19
91

19
92

19
93

19
94

19
95

19
96

19
97

19
98

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

民
間
最
終
消
費
支
出

99
,4
09
10
3,
92
6
10
5,
23
4
10
6,
66
1
10
4,
79
1
10
4,
86
2
10
7,4
91
10
6,
32
9
10
5,
44
6
10
5,
88
8
10
6,
09
1
10
8,
79
1
10
9,
25
1
10
9,
38
7
11
0,
22
4
11
0,
94
6
11
1,
01
1
11
2,
90
3
11
2,
27
8
11
3,
19
0
11
1,
68
8

政
府
最
終
消
費
支
出

24
,4
12

25
,10
1
25
,7
81

26
,74
6
28
,6
86

30
,8
78

29
,0
23

29
,0
57

29
,8
47

32
,0
86

33
,0
31

34
,2
06

34
,8
51

35
,5
47

36
,4
58

36
,7
52

36
,6
60

37
,5
94

37
,4
06

38
,5
25

39
,6
08

民
間
固
定
資
本
形
成

47
,9
49

46
,76
7
43
,2
25

39
,6
12

41
,16
6

52
,6
56

56
,4
93

49
,4
55

41
,5
82

36
,4
57

36
,01
2
35
,1
20

32
,2
89

34
,14
3
36
,3
13

40
,3
05

44
,8
44

44
,1
24

41
,9
93

34
,2
88

36
,2
33

公
的
固
定
資
本
形
成

13
,1
28

14
,9
83

15
,5
20

18
,76
8
15
,4
62

23
,01
9
24
,2
89

20
,4
52

16
,9
08

16
,8
24

14
,3
99

12
,7
77

11
,18
1
10
,13
0

9,
65
2

9,
04
5

7,0
79

6,
38
2

5,
90
5

7,6
99

7,8
57

純
移
出
入（
移
出
－
移
入
）

▲
26
7

1,
54
0

89
6
▲
47
1
▲
10
,5
89
▲
20
,2
60
▲
17
,5
12
▲
8,
72
7
▲
6,
99
2
▲
7,1
84

4,
39
2
▲
5,
03
1

55
4

59
6

5,
59
8

1,
01
3

9,
97
6
11
,9
68

6,
55
6
▲
6,
11
7

2,
42
3

統
計
上
の
不
突
合

11
,7
27

7,6
94

9,
98
1
12
,6
41

20
,15
2

21
,1
28

17
,5
43

15
,3
73

16
,6
93

16
,16
2

9,
88
7
10
,7
11

9,
67
0

7,7
42

4,
01
2
10
,5
60

5,
74
2

86
1

9,
26
7
13
,2
11

13
,9
21

県
内
総
生
産
（
支
出
側
）

19
6,
35
8
20
0,
01
1
20
0,
63
7
20
3,
95
7
19
9,
66
8
21
2,
28
4
21
7,3
27
21
1,
94
0
20
3,
48
4
20
0,
23
4
20
3,
81
2
19
6,
57
4
19
7,7
95
19
7,5
44
20
2,
25
6
20
8,
62
2
21
5,
31
2
21
3,
83
3
21
3,
40
5
20
0,
79
6
21
1,
73
0

デ
フ
レ
ー
タ
ー（
20
00
年
基
準
）

94
.8

98
.3

99
.7

10
0.
7

10
1.
0

10
0.
7

10
1.
8

10
2.
5

10
2.
6

10
1.
2

99
.8

98
.2

96
.4

94
.9

93
.9

91
.3

90
.8

90
.1

89
.2

88
.8

87
.2

構
成
比（
％
）

民
間
最
終
消
費
支
出

50
.6

52
.0

52
.4

52
.3

52
.5

49
.4

49
.5

50
.2

51
.8

52
.9

52
.1

55
.3

55
.2

55
.4

54
.5

53
.2

51
.6

52
.8

52
.6

56
.4

52
.8

政
府
最
終
消
費
支
出

12
.4

12
.5

12
.8

13
.1

14
.4

14
.5

13
.4

13
.7

14
.7

16
.0

16
.2

17
.4

17
.6

18
.0

18
.0

17
.6

17
.0

17
.6

17
.5

19
.2

18
.7

民
間
固
定
資
本
形
成

24
.4

23
.4

21
.5

19
.4

20
.6

24
.8

26
.0

23
.3

20
.4

18
.2

17
.7

17
.9

16
.3

17
.3

18
.0

19
.3

20
.8

20
.6

19
.7

17
.1

17
.1

公
的
固
定
資
本
形
成

6.
7

7.5
7.7

9.
2

7.7
10
.8

11
.2

9.
6

8.
3

8.
4

7.1
6.
5

5.
7

5.
1

4.
8

4.
3

3.
3

3.
0

2.
8

3.
8

3.
7

純
移
出
入（
移
出
－
移
入
）

▲
0.
1

0.
8

0.
4

▲
0.
2

▲
5.
3

▲
9.
5

▲
8.
1

▲
4.
1

▲
3.
4

▲
3.
6

2.
2

▲
2.
6

0.
3

0.
3

2.
8

0.
5

4.
6

5.
6

3.
1

▲
3.
0

1.
1

統
計
上
の
不
突
合

6.
0

3.
8

5.
0

6.
2

10
.1

10
.0

8.
1

7.3
8.
2

8.
1

4.
9

5.
4

4.
9

3.
9

2.
0

5.
1

2.
7

0.
4

4.
3

6.
6

6.
6

県
内
総
生
産
（
支
出
側
）

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

10
0.
0

水
準
（
90
年
度
=1
00
）

民
間
最
終
消
費
支
出

10
0.
0

10
4.
5

10
5.
9

10
7.3

10
5.
4

10
5.
5

10
8.
1

10
7.0

10
6.
1

10
6.
5

10
6.
7

10
9.
4

10
9.
9

11
0.
0

11
0.
9

11
1.
6

11
1.
7

11
3.
6

11
2.
9

11
3.
9

11
2.
4

政
府
最
終
消
費
支
出

10
0.
0

10
2.
8

10
5.
6

10
9.
6

11
7.5

12
6.
5

11
8.
9

11
9.
0

12
2.
3

13
1.
4

13
5.
3

14
0.
1

14
2.
8

14
5.
6

14
9.
3

15
0.
5

15
0.
2

15
4.
0

15
3.
2

15
7.8

16
2.
2

民
間
固
定
資
本
形
成

10
0.
0

97
.5

90
.1

82
.6

85
.9

10
9.
8

11
7.8

10
3.
1

86
.7

76
.0

75
.1

73
.2

67
.3

71
.2

75
.7

84
.1

93
.5

92
.0

87
.6

71
.5

75
.6

公
的
固
定
資
本
形
成

10
0.
0

11
4.
1

11
8.
2

14
3.
0

11
7.8

17
5.
3

18
5.
0

15
5.
8

12
8.
8

12
8.
2

10
9.
7

97
.3

85
.2
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民間企業設備投資は、ピーク時（1996年度）の 86.0である。公的資本形成

は、ピーク時（1996年度）と比べ 2010年度は 32.3%である。復興需要の一段

落による需要の急減、2000年度の IT景気の反動減などが要因である。県域内

外の取引である移出入の動向を見ると、純移出入（=移出－移入）は、移出 15

兆 3,758億円、移入 15兆 1,336億円で差引 2,423億円の出超であった。移出

は、バブル崩壊後の景気低迷により減少傾向であり、震災による道路、鉄道等

の流通経路破壊により急減した後、復興需要により増加した。移入は震災によ

る県外からの代替需要により急増したが、その後横ばいに推移した。

移出入の推移を見ると、1990年代前半はバブル崩壊により財貨・サービスの

取引が低迷したことにより出超が続いたが、震災により鉄道や高速道路など輸

送経路が遮断されたことにより 1994年度は大幅な移入超過になった。「1995

年兵庫県産業連関表」により部門別に見ると、卸売業、社会保障、医療・保健

部門が大幅な移入超過となった。移出は震災に伴う道路、鉄道の不通による流

通経路破壊に伴い減少した。移入は震災による生産減を補う代替需要により

増加した。その後の復興需要の一段落や景気の低迷により移出が伸び悩んだ。

2004年度から外需の回復により移出が増加したが、2009年度は、金融危機に

より急速に低下したが、2010年度は情報関連の需要増加により移出が再び増

加に転じた。

2.5 非営利産業・公共サービスの規模推計
県民経済計算では、経済に占める比重が年々高まっている部門など経済規模

をあらわすデータの提供が可能である。公共サービスの県内総生産構成比に占

める割合は上昇し、6.5%（1990年度）から 11.9%（2010年度）へと 5.4ポイ

ント上昇した。（表 7）

非営利セクターの活動や役割が社会に認知されるにつれ増加している。非

営利セクターの分析は、行政にとって新たな施策展開を進める上で基礎資料を

提供することができる。公共分野における新たな部門の役割と今後の方向性を

示すため、非営利団体の経済規模推計について試算した。非営利セクターの県

内総生産は 1兆 1,657億円で名目 GDPの 6.5%であり、2001年度（同 4.4%）
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比で、2.1ポイント上昇した。GDPは市場を介した経済活動を記録する統計

体系であり、たとえば、有償労働は推計対象に含まれるが、無償労働は経済取

引とは認められないため、家事労働やボランティアなどの無償労働はその推計

対象には含まれていない。2009年度非営利部門の総生産は、1兆 1,657億円

で、県民総生産比 6.5%である。（表 8）

表 8 　非営利セクター部門別総生産の推移 （単位：億円）
付加価値額 2001年度 = 100

項　　　目 2001年度 2006 年度 2009 年度 2001年度 2006 年度 2009 年度
非営利セクター部門
（含む非市場産出） 8,570 10,480 11,657 100.0 122.3 136.0

①文化・レクリエーション 116 166 166 100.0 142.9 143.1
②教育・研究 1,942 1,886 1,978 100.0 97.1 101.8
③保健医療 3,683 5,045 5,578 100.0 137.0 151.4
④社会サービス 964 1,711 2,077 100.0 177.4 215.4
⑤環境 8 37 71 100.0 481.7 925.3
⑥開発・住宅 433 535 597 100.0 123.6 137.8
⑦ 法律・アドボカシー・政治 3 3 4 100.0 88.0 101.1
⑧ フィランソソピー仲介・ボランティア推進 44 74 82 100.0 169.9 186.7
⑨国際 18 22 24 100.0 118.8 132.6
⑩宗教 419 522 550 100.0 124.6 131.1
⑪ 業界団体・職業団体・労働組合 538 41 38 100.0 7.7 7.1
⑫その他 400 438 493 100.0 109.4 123.1
県内総生産（名目） 193,092 195,407 178,259
県内ＧＤＰ比（％） 4.4 5.4 6.5

（資料）内閣府「非営利サテライト勘定」、兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」

特定の経済分野の活動の経済規模推計のほか、産業構造の変化を分析するこ

とにより施策展開の基礎データを提供することができる。構造変化の時期を明

らかにすることにより政策実施のタイミングの設定ができる。

3 県民経済計算の利用と課題
3.1 SNA統計基準の推移

SNA（System of National Accounts：国民経済計算体系）は世界共通の統

計体系で、国際比較が可能であり、国内の経済政策の調整や海外援助の策定の

データとして利用されている。統計を経済実態に合わせるため、国際連合では

統計基準を定期的に見直している。統計基準が作成された年を記載されてい

る。1953年 SNAはマクロ経済体系、1968年 SNAは 5つのサブシステムで
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記録された。1968年 SNAでは所得統計から生産統計へデータの見方が転換

された。生産分野では、所得率を用いて推計する物的接近手法、サービス分野

では、賃金等から推計する人的アプローチにより推計された。1993SNAは、

主要系列表等の中枢体系から地域経済計算などサテライト勘定の作成が提唱さ

れた。

内閣府から国民経済計算 2005年基準改定値（2011年 12月）が公表された。

この改定の目的は 1993年 SNAの完全移行である。たとえば、金融機関の帰

属利子から FISIM（間接的に計測される金融仲介サービス）に移行し、自社

内ソフトウェア推計で、現在、公表されている最新の統計基準である 2008年

SNAは 2005年基準改定では取り込まれていない。2000年基準改定では 10

次（1993年 10月改定）産業分類が使用されたが、2005年基準改定では 11次

（2002年 3月改定）及び 12次（2007年 11月改定）産業分類を使用する。た

とえば、新聞・出版は、製造業から情報通信業に格付変更された。

また、現在、内閣府が導入を検討している 2008年 SNAは、1993年 SNA

の一次改定として小幅な改定となる見込みである。2008年 SNAは、1993年

SNAの 1次改定であり、軍事費を資本サービスで推計、R&D（研究開発）は

資本移転などが新しい推計対象として GDPに加算される予定である。

県民経済計算では、国の基準の見直しに併せ公的部門の見直しが行われる

が、対象となる団体等について 2001年度からの長期時系列の推計資料が得ら

れるかが課題である。データの速報性の追求には、入手可能なデータの制約と

加工の割合が高くなるため誤差拡大のリスクが伴い、データの安定性を確保で

きないため、説明力が弱まるため、シンプルなデータ加工が求められる。

1993年 SNAでは、地域勘定（県民経済計算など）がサテライト勘定とし

て位置づけられた。地域は地域の境界により区分される。付加価値や営業余剰

は、地域で決めることができるが、地域内に立地する企業は地域内ですべてが

意思決定できない。そのため、地域経済計算の推計方法は、統計調査を集計し

た一次統計データの制約から地域の境界を超える産業は按分法、事業所等の活

動が把握できる地域産業は積み上げ法が採用されている。

地域の経済活動は、生産されている地域で、財貨・サービスがすべて消費さ
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れているとはいえない。たとえば、防衛サービスは、地域にも属さない集合的

消費であり、受益者を特定できないが、域内人口比率などによる地域配分など

により推計が行われている。運輸業や通信業などネットワーク産業は、管理運

営主体は従業者等企業希望による配分、ケーブルやレールなどの延長距離によ

り地域配分しデータを作成する必要がある。

3.2 基準年改定の概要
県民経済計算は、地域の経済活動を包括的に把握し、関連する各種統計より

作成される。基礎統計作成やの加工方法などに統計データの精度が依存し、一

次統計データによりのデータの精度の水準が変化している。1993年 SNAへ

の移行の背景としては、経済のグローバル化の進展や金融市場の発展に伴う経

済社会の成熟化、社会制度の変化や国際データとの比較可能性の必要性の増大

のほか、新しい統計基準への国際的要請やベンチマークデータである「産業連

関表」（総務省）が公表されたためである。

経済社会の変化や複雑化に対応し、統計表の表章形式、項目の名称や概念、

主な集計量である GDP等について経済の分析可能性を高める観点からデータ

の更新や詳細化が行われた。1993年 SNAでは、IT化など経済社会の変化に

対応してソフトウェアを含めるなど GDPの推計範囲の拡大や社会保障を始め

とする所得再配分を表す勘定の設定や内訳の詳細化などである。これは、経済

構造の変化や社会制度の複雑化に対応した勘定の詳細化、制度部門ごとの所得

の使用や分配勘定の多段階化である。

1953年 SNAでは、国民所得勘定は、分配フロー面中心の推計方法である。

1968年 SNAでは、産業連関表を取り入れ生産面を体系の中心におき、従来の

フロー統計からストック統計に推計が拡大された。

経済環境の変化に伴い生産境界の範囲を広く設定したサテライト勘定が提示

された。たとえば、市場外取引である家事活動について家庭内の活動は GDP

に含まれないが、民間家事サービスの活動はGDPに含まれる。市場外取引な

ど拡張概念を GDPの中に入れることは可能であるが、推計結果は市場経済か

ら距離が出てくるため、現実経済の動きとは離れた数値になる場合があるた
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め、景気指標であるという点から見ると望ましくない。

また、新たな政策課題に対応するため、無償労働や環境保護活動など新たに

分析が必要な分野についてサテライト勘定が作成されている。

制度部門別分類を全体的に広げると、公的、非営利、政府部門のそれぞれの

バランスや公的部門の経済規模の変化が明らかになる。制度部門別統計表の活

用事例は少ないが、経済活動部門別表と制度部門別表の作成により各部門別の

経済活動の比較分析が可能である。県民経済計算では、標本調査データの利用

が多く地域データの制約から国民経済計算並みの統計表の作表は困難である。

県民経済計算の 1968年 SNAへ移行は、分配系列中心の推計から生産系列中

心の推計への移行に約 10年を要したが、1993年 SNAは、1968年 SNAから

実質的な変更は少なく短期間での移行が求められた。県民経済計算 1993SNA

改定では、新たに追加した面を中心に改定が行われ、2002年度に改定値が公

表された。生産系列では、受注型ソフトウェアの中間投入から固定資本形成へ

の取り扱いの変更などである。分配系列では、用語の名称変更が主で、推計方

法に大幅な変更はない。支出系列では、単身者世帯の推計方法や受注型ソフト

ウェアの追加など推計方法が変更された。公的部門の範囲について政府が支配

あるいは政府の持ち分 50%以上の場合は、公的機関の格付することとし範囲

が拡大された。推計資料収集に当たり各県が国出先機関などを対象に実施する

「財政状況調査」の調査対象の見直しが検討されている。

生産系列では、ソフトウェアの推計など時代にあった統計に合わせるなど推

計手法が変更された。分配系列では、統計表は用語の変更を除き雇用者報酬の

総計は改定前と同じで、項目の組替えによる表章となった。支出系列では、改

訂の主なものは受注ソフトウェア及び社会資本減耗推計分である。最終消費支

出では、医療保険、介護保険を誰が負担したかで区分され、自己負担は給付金

が政府から個別消費として取り扱われる。消費支出の多様化に伴い、消費支出

費目が 12大費目に推計項目が拡大された。政府サービスでは、個人を対象と

した個別支出、集団を対象とした集合支出に区分変更が行われた。社会資本減

耗は、1968年 SNAでは社会資本は永久に使用できる、すなわち社会資本減耗

がないと仮定して処理していたが、耐用年数の存在を認め、定額法により新規
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に社会資本減耗が計上された。資産統計などストック統計は、データの制約か

ら都道府県レベルでは推計されていない。

3.3 推計データと推計手法の課題
景気はデータ把握の問題から経済量の変化による需要側のデータが主に使用

される。そのため需要側データが全国ベースでは比較しやすいが、地域では、

需要側推計項目ではデータが限られ、地域別移出入の推計が困難である。地域

の経済分析には、生産側のデータが主として用いられるが、地域別営業余剰な

どの個別データの積み上げは困難であるため、データ加工により作成する。地

域データは、個々のデータの積み上げによる作成、全国値などのデータ加工に

より作成する方法のほか、業務上集計された業務統計を利用する方法や関係機

関への照会によりデータを利用する方法がある。たとえば、全数調査である地

域別集計がある「国勢調査」（総務省）などの一次統計から地域別の就業者数

や雇用者数などが推計される。このほか、関連団体等の決算関係資料など業務

統計から地域別に集計したデータにより推計される。（表 9）

表 9 　県民経済計算推計方法

積み上げ方式
（市町データから県データ
を推計）

① 県別一次統計公表データを用いた推計（就業者数、雇用者数な
ど地域別統計を集計して推計

② 県別業務データを用いた推計）・社会負担
・給付など地域別にまとめられた業務データを利用
・ 関係機関への照会、財政状況調査で得た数字を利用

按分方式
（国データから県データを
推計）

国民経済計算データの利用、準用
① 県別データが取れないものについて、関連指標により国値を地
域別に分割して推計

② 民経済計算で求められた比率を準用する（就業者二重雇用比率
など）

（資料）兵庫県統計課「兵庫県民経済計算」推計資料

県民経済計算では、地域別集計がない項目について国民経済計算データを準

用し、全国値を「国民経済計算」（内閣府）を関連指標により分割し推計する。

概念が異なるデータは、データ補正が行われる。たとえば、雇用者数は副業者

数を含めて推計するが、一次統計では推計されないため、国民経済計算で推計

したデータで副業者を含む就業者比率である二重雇用比率を用いる。
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2000年以降、国の省庁再編や大学や政府機関の独立行政法人化など社会制

度が変化しており、県民経済計算においても統計の概念変更に対応する必要が

ある。推計の基礎データである一次統計の産業分類等の改定や農林水産統計等

では調査項目の廃止が行われており、これに伴い現行の推計方法が適用できな

くなるため、推計方法を変更が必要となる。地域別に該当する一次統計がない

場合、標本調査データを用いて関連指標による全国値を按分した推計値が経済

実態に合致しているかなどの検証が必要である。地域別の集計データがない場

合は、関連統計のトレンドを指数化したデータによる延長推計、直接データ推

計を控除した関連データを用いて推計した間接推計である残差推計、前年度の

分割比率を固定した推計、改訂時に統計データが得られない場合がある。

また、推計概念上の項目として、他の項目との残差として推計された統計上

の不突合や貯蓄額などバランス項目について、不規則変動により増減寄与など

説明が困難な場合は、推計過程における誤りや推計漏れが生じている可能性が

考えられるため、関連する一次統計データの動きと整合性がとれるか十分な精

査が必要である。

近年、生産拠点の海外への移転が加速し、製造業のウェイトが低下する中、

サービス産業のウェイトが上昇し、経済のサービス化が進展している。特に

サービス業の推計は、国値を従業者比率で按分し推計するものが多い。この推

計方法では、地域間の差は、部門を統合したときの国と地域との産業の構成比

による加重平均による差でしかあらわせない。たとえば、従業者 1人当たりの

総生産が比較的高い都市と比較的低い農村地域の労働生産性を十分に考慮した

ものとはなっていない。そのため、地域別の労働生産性を調整する係数などに

よる調整が必要となる。2012年 2月に実施された「経済センサス－活動調査」

（総務省・経済産業省）により全産業の売上高等の経理項目が把握可能となる

ため、この問題は改善されると考えられる。

— 23 —



経済学論究第 66 巻第 1 号

4 経済統計の地域政策への利用と課題
4.1 経済統計のデータ利用の現状
地方公共団体において政策づくりのための合意形成は、課題設定の後、解

決方法の設計である政策立案を行う。政策の公式決定した後、細目を定め具体

化する政策を実施した後、政策の効果判定である政策評価により事業評価が行

われる。地域課題の検討項目について個別情報が欠けている場合、既存データ

や調査集計データを活用し事業評価を行う。個別課題に対するニーズ調査を実

施し、県民満足度に関する効果を測定し現状把握を行い、課題解決策を検討す

る。関連する他のデータと比較するため、共通の基準で定義したもので集計さ

れた指標が必要であり、今後の事業を継続するための判断材料でもある。

地域経済の政策目標は、域内総生産をどう増加させるか、一人一人の生活を

どう向上させるかなどであるが、経済の活性化は、地域に住む人々の生活の質

を改善することである。政策目標達成度の確認のため、GDPによる地域経済

の状況把握が行われている。生産活動に参加する生産年齢人口の減少により、

地域の経済活動が停滞する。さらに、人口が一定の限度を超えて減少すると、

道路、公共施設など資本ストックの維持が困難な地域も出てくる。生産年齢人

口の減少速度は地域により異なるため、政策目標で使用する統計指標が、共通

の地域比較データとはならない。地域の将来ビジョンで用いられる指標は、地

域の経済社会事情により異なる。たとえば、地域の 1人当たり県民所得の水準

を全国平均並みにするという目標設定の場合、県民所得という経済指標の時系

列変化や全国値を基準とした水準を比較分析する。客観的な指標を手がかりに

して県民とのコミュニケーションを図ながら評価する。一般的に全国平均値と

の比較により地域の水準や格差など地域の特徴や課題を見ることができるが、

県民とのコミュニケーションのよりデータでは表現しにくい定性的な情報との

実感の乖離を縮小することが政策課題の解決には求められる。

経済運営については、これまで GDPの総額や増加率などマクロ経済の動き

に重きをおかれてきたが、今後は、市場経済を推計対象とする GDPでは表現

できない個人の暮らしの状態や所得の大きさに重点をおかれる場合が想定され
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る。地域において一定の活力を維持するためには、経済の現状をあらわす統計

のほか、地域の活力や魅力を直接計測するデータの作成収集が求められる。

国民経済計算（SNA）の統計体系は、経済構造変化に応じて事後的に変更さ

れるため、統計データによる新産業の経済構造の検証には利用できない場合が

多い。潜在的なニーズの掘り起しは、新分野は標準産業分類では、その他部門

に分類され、現行の部門分類にはあらわれにくい。既存の統計調査では個別項

目としてデータ入手が困難なため、ヒアリング調査でデータを入手し、新しい

分野のデータを先行的に入手できる。5年ごとに実施される「国勢調査」（総

務省）は、全数調査であるが、たとえば、「労働力調査」（総務省）などの標本

調査は地域によっては誤差が大きい場合があり、時系列データの動きを見ると

不規則変動があり、安定的なデータとはならない。

4.2 地域指標の推計（豊かさ指標の試算）
地域の豊かさをあらわす指標は、経済の総合指標である GDPデータと比較

されるが、GDPでは把握されない非経済的要因にも着目する。所得水準の指

標として注目されている指標は、1人当たり個人所得や所得分配後の可処分所

得などである。これは、1人当たり県民所得に含まれる企業所得のうち法人所

得は必ずしも地域に還元されないことや配当は本社や海外へ流出していること

を考慮すると、地域の法人所得は過大推計になるためである。県民所得などの

マクロ指標だけで地域の豊かさのすべてを説明することは困難であるため、複

数の指標で政策課題の検証をしていく必要がある。

GDPは、市場経済における経済的側面について金額データとしてあらわし

たものであるが、豊かさの水準は、物質的な豊かさのほか、健康の状態、時間

の使い方や社会との関係性等によるが、所得など経済的豊かさの水準とは必ず

しも一致しない。地域の豊かさに影響を与える経済データに加え、社会生活や

環境分野のデータから豊かさをあらわすデータを選択する必要がある。さら

に、持続可能性に配慮した豊かさ指標をとするために理論的な健全性、方法の

適切性、指標の持続可能性、政策の実践と評価ができる指標が求められる。指

標の分野は豊かさを感じるため県民ニーズの充足度合い、豊かさを担保するた
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め基本的資源の維持度合いなどが考えられる。

豊かさ指標の作成に当たっては、基準年と比較した水準や方向性を項目別

に把握しその指標がどのような豊かさを表現しているかを検討する。これらの

個別指標から地域の強みや弱み、地域資源の現状把握や個別分野の目標との現

時点の達成度との乖離状況を把握することが可能である。金額データが入手で

きる場合は、データ比較が容易であるが、金額換算が困難な物量データでは、

共通基準を設けた上でデータ加工が必要である。主観的データである意識調査

データの活用については、社会経済情勢により個人の実感が変化するため、指

標作成に当たって背景説明に工夫が必要である。地域の豊かさをあらわす指標

は、金額データと物量データの組み合わせによる統計表が考えられる。（図 2）

図 2 　地域の豊かさ指標統計表（案）

項目
1 2 3 4
コア部門 サテライト部門 その他

プラス マイナス 指標群
１ 経済 所得金額 物々交換、贈答活動 自家生産物推計

２ 社会 利用時間 拘束時間 祭等地域行事 無償労働時間推計

３ 環境 環境蓄積量 排出量 環境蓄積評価 環境価値推計

　　（資料）地域の豊かさ指標研究会（兵庫県立大学）資料（2011）

4.3 地域経済統計による政策評価
政策評価への活用のため、現状把握や事後評価が可能なデータの収集、作成

が求められる。環境や福祉など単一の産業部門で把握しにくいデータは、関連

データによるデータ加工により使いやすいものにすることが、指標への関心を

持たせる。政策評価指標の一つとして GDPなどの経済統計が利用されるが、

GDPで豊かさのすべてをあらわすことはできない。地域の豊かさをあらわす

指標として、暮らしやすさなど地域の魅力が把握可能な指標、他地域と比較可

能な指標、将来の地域の魅力向上のための施策づくりにつながる指標の作成が

兵庫県などで検討されている。新たな課題の取り組みに向けて実施される調査

は、対象者の個別ニーズをタイムリーに吸い上げることができるため、新しい

指標の作成には不可欠である。一般的に、新しい指標作成の目的は、地域課題
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の認知度の向上や新しいニーズの発掘である。政策担当者や県民は、指標によ

り分析テーマや問題意識を持ち、指標作成プロセスに当たり情報を共有するこ

とにより地域への共生意識を持つことができ、地域に対する意識が高揚する。

地域力をあらわす指標の作成、分析を通じ、新しい情報を入手できる。さらに、

情報の仲介による情報の循環から新たな情報や付加価値が生まれ、政策を評価

する指標として活用できる。

4.4 地域経済統計の施策への活用
地域経済統計は、県内の経済水準や生活や社会水準を明らかにする。これま

で地域経済統計は、各種経済統計データの共有化に重点がおかれ、各種統計の

時系列データを中心としたデータベースが構築されてきた。作成する側の考え

方で作成されているため、前例踏襲により統計表が作成されている。統計デー

タの活用を進めるためには、経済のサービス化や情報化の進展など社会経済情

勢の変化やそれに対応する政策ニーズが大きく変わりつつあるため、ニーズに

あった経済統計を作成しなければならない。

地域経済分析に必要な視点は、地域における人的資産や無形資産の有無、施

策の実施効率の問題、地域経済活性化に欠けている項目の洗い出しなどであ

る。地域の政策目標を所得水準の向上とすると、その目標を達成するためにど

の地域に、どの分野の産業を育成するかなどの優先順位を決定するための指標

が必要である。

地域の施策目標は、地域住民の所得や利便性の最大化である。標準的な地

域活性化の処方箋が必要であるが、地域により資源や人材の量や質が異なる。

経済指標は、社会の出来事や活動を定められた定義に基づき再構成し、調査票

個票の集計またはデータ加工により数値化したものである。統計データは客観

性、信頼性を持っている。統計データをもとに作成した経済指標の存在意義の

一つは地域の比較であり、そのデータから政策等意思決定するための客観的事

実を読み取ることができる。兵庫県では、施策の検討時にデータを用いて課題

を議論すべき土壌をつくるため、統計指標と活用する分析ツール（たとえば、

経済効果分析ワークシートなど）を作成し、兵庫県ホームページ（統計）で公
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表している。

地域経済データの作成目的は、公的統計等による客観的データに基づく分析

により、問題を把握し、提案事業の存在意義につなげることである。関連する

各種データから指標作成により問題や特性要因の構造分析や政策課題の設定や

解決すべき課題の抽出ができる。地域経済統計の活用を進めるため、政策に活

用可能な統計表の作成や関連指標の整備によりデータの活用を進め、加工され

たデータから地域経済の特徴や課題を発見し、政策に反映することが求められ

る。（本文中の意見はあくまでも筆者の個人的な意見であり、組織の意見を代

表するものではない。）
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